







である。そして現下の主要な教員養成改革は、平成 22 年 6 月、文部科学大臣が中央教育審議会に諮
問した、「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策」に対して、中教審がどのよ
うな答申を出すのか、にかかっているといって過言ではない。当初この答申は、今年の 1月に出さ














































平成 23 年 1 月末の中教審「審議経過報告」は言う（1）。「専門職である教員を養成するためには、




























年の 4月から正規教員になったのはたったの 2千人しかいない。つまり、25 人に 1 人の割合でしか
正規教員にはなっておらず、免許取得者とのギャップがあまりにも大き過ぎる。従って 5万人もの
学生に教育実習をさせること自体が間違っていて、採用が 2 千人なのだからせいぜい 2 倍の 4、5
千人も実習させれば十分である。5万人の学生が 4週間の実習を行うとすれば延べ 20 万週間になる
が、これを 4 千人で割ればほぼ 1 年にあたる 50 週間となる。従って本気で教師になろうとする学
生にだけ、教育実習の機会を 50 週間提供すれば十分である。4 千人の実習生を 47 都道府県で単純



















































































































































































重に対応することにしたのである。もともと平成 13 年 7 月に、「教職課程認定基準」の通達が出さ























点検・評価が、その後義務化され、更に 2002 年からは大学評価 ･学位授与機構による第三者評価・
認証評価へと徐々に厳しくなってきている。
また、平成 20 年 12 月の中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」によって、学士課程の質
保証の取り組みが要請され、①教育課程の体系化･構造化、②単位制度の実質化、③教育方法の改善、
④成績評価の厳格化、などが提案されており、こうした一連の動きは、そのまま教員養成課程に
も反映されている。更に、平成 23 年 2月にスタートした第６期の中教審大学分科会においても、「大
学教育の質保証 ･ 向上」について目下審議中であるが、これは平成 20 年の諮問「中長期的な大学
教育の在り方」について継続的に審議しているものであり、例えば「学位授与の方針の明確化」や「単




































































































（平成 23 年 11 月 10 日）
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